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２０１５年度 卸研の研究成果発表会を開催 
―５グループで「卸の将来像につなげる基盤整備」を研究― 

― 一般財団法人流通システム開発センター ― 

 

関連省庁・団体からのお知らせ 
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消費税の軽減税率制度に関するＱ＆Ａ(個別事例編） 

― 国税庁消費税軽減税率制度対応室 ― 
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３０周年記念ユーザー会開催 

― 株式会社ファイネット ― 

ファイネットは、５月２４日（火）、３０周年記念ユーザー会をロイヤルパーク

ホテルで開催した。同社の商品流通ＶＡＮなどを利用するメーカー・卸関係

者を集め、設立３０周年の歩みや今後の事業活動を説明するもの。参加企

業数は１５９社。同社は通信回線自由化直後の１９８６年にメーカー共同出

資の加工食品業界ＶＡＮ会社として設立。その後、酒類ＶＡＮ（ＳＫＪ）との統

合や大手卸の資本参画を経て、酒類・加工食品業界の共通情報基盤に発

展。主力商品流通ＶＡＮサービスの取扱いデータ件数は２０１５年度に２５

億件を突破、本業界のメーカー卸間ＥＤＩに占めるシェアを約６５％に広げるまでになっている。 

ユーザー会では同社の細見典男社長（日本水産）が冒頭に登壇。３０年間の業界各位の協力に感

謝を表すとともに、「次の３０年もサービスの品質・価値を向上させ、業界全体の発展に寄与していく」と

決意を表明した。続いて同社代表取締役専務・小原応孝氏が登壇し、３０年の歴史と今後の展望を説

明。ＥＤＩデータ種の拡充などを通じて業界の標準化・効率化に引き続き傾注する方針を示した。また

来賓として日食協会長で国分グループ本社会長兼社長の國分勘兵衛氏が挨拶。業界共通基盤とし

ての長年の功績をたたえるとともに「今後は人手不足という難しい問題が業界に等しく降りかかる。標

準化・効率化に取り組むファイネットのさらなる活躍に期待したい」と述べた。 

 

 

挨拶する 國分勘兵衛会長 

ユーザー会会場 
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「第２回研究例会」開催 

― 日本卸売学会 ― 

卸売問題の研究活動の促進や業界発展を目指して設立された日本卸売学会は６月１１日（土）、東

京都国分寺市の東京経済大学国分寺キャンパスで「第２回研究例会」を開催した。大学の流通学者

や現場を担う実務者など４０人近くが出席し、業界の抱える課題や展望を考える場となった。同学会

は、学会並びに研究機関分野において卸売問題に関する研究活動、わが国における卸企業や団体

などの発展を促進させ、業界の社会的役割の向上と日本経済の発展に寄与することを目的に、昨年７

月に設立。年１回の全国卸売研究会（今年９月に予定）と年数回の研究部会を開催している。 

第２回研究例会では、東京経済大学の本藤貴康教授がコーデネィ―ターとなり３つの研究が報告さ

れた。はじめに神谷渉玉川大学准教授が「小売再編と卸売再編の方向～米国事例から国内再編と卸

売機能を考える」と題して講演。日本の卸売は、小売との垂直統合はうまくいかないため、本業を鍛え

ることが重要と強調。また新たなアカウントを発掘する必要性を示唆した。 

続いて、元マツモトキヨシ常務取締役の北嶋永一ドラッグストアＭＤ研究会主幹が「大競争時代を迎

えたドラッグストア～同質飽和化から抜け出す短期的・近視眼的戦術」と当初のテーマを変更して講

演。食品スーパーと根本的に営業や組織体制に対する価値観が違う事を紹介。フード系卸には、ドラ

ッグ向け低温度帯物流の構築や、部門や単品からカテゴリーの提案を期待しているとした。 

最後に前スーパーマーケット協会専務理事でコーネル大学ＲＭＰジャパンの大塚明プログラムディ

レクターが「スーパーマーケットが求める卸売機能～『モノ』から『コト』そして『人』への対応～」を講演し

た。ヤオコー時代の成功事例を示しながら、これからの小売はオリジナリティ（独自性）にプラスして、地

域コミュニテイや人材育成重視といった長期的な人とのつながりが必要だと説いた。最後に懇親会を

設け、情報交換を行った。 

 

 

 
日本卸売学会研究例会会場 
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平成２７年度「食品産業における取引慣行の実態調査」について 

― 一般財団法人食品産業センター ― 
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－平成２７年度食品産業における取引慣行の実態調査報告－ 

協賛金負担の要請、ドラッグ・ＤＳで増加 

― 一般財団法人食品産業センター ― 

一般財団法人食品産業センターは６月８日、「平成２７年度食品産業における取引慣行の実態報告

書」を発表した。調査は、協賛金、センターフィ、従業員派遣、不当な値引き、特売商品の買い叩き、過

度の情報開示の要求、ＰＢ商品に関する要請について前回に続いて実態を行った。さらに、平成２２年

１月から施行されている「改正独占禁止法」の認知度（優越的地位の濫用に係る課徴金制度導入）に

ついても調査した。アンケートは、今年２月に無作為に抽出した食品製造業１，７００社にアンケート票を

郵送。２２業種３２３社から有効回答を得た。（有効回答率１９．０％） 

調査によると、協賛金負担の要請については、「協賛金の要求があった」とする回答は、３０．９％と前

回の調査とほぼ同じであったが、小売業態別でドラッグストアが４７．４％と前回に比べ６．７ポイント（以

下Ｐ）増加、次いでディスカウントストア（以下ＤＳ）が４２．７％、センターフィについては半数近くの製造

業者は「センターフィー」を負担していると回答し、センターフィーに応じた製造者の半数近くが「コスト

削減分を上回る負担である」と回答するなど、改善傾向はみられるものの負担感が強い状況が続いて

いることがわかった。設問とは別に、「バイングパワーの行使ではないかと考えられる要請」への質問で

は、不当な返品、価格改定の要請への対応等に事例が寄せられた。不当な返品については「直近１年

間ぐらいは返品率がじょじょに増え続け、納入金額の１０％程度が返品金額となっている」という事例

が、また、欠品ペナルティについては、「予定数量を大幅に超える注文が入り、出荷対応ができなかっ

た時、１件はペナルティ、１件は他社への出荷を止めて出荷するよう要請があった。」などの事例が寄せ

られた。価格改定への要請については、「他のチェーンが売価を上げない限り認めてもらえなかった」

等の事例も見られた。 

また、「改正独占禁止法」の認知度等については、負担割合が減ったと回答したメーカーからは、小

売業者の理解が深まったこと、強い要請が減り断る事ができるようになったことがあげられた。しかし、ま

だ多くの問題や改善すべき課題が多く残されていることから、センターでは「「大規模小売業告示」等の

改善とその効果的な運用、関係者の一層の努力により、さらなる改善を期待したい」とまとめている。 
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楽しく省エネ『クールシェア』家族でお出かけ節電しませんか！ 

― 国民生活産業・消費者団体連合会 ― 
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ＵＤＦマーク表示方法の変更についてご案内 

― 日本介護食品協議会 ― 
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消費税軽減税率制度に関する全国説明会 

― 公益財団法人食品流通機構改善促進機構 ― 

 

 

 


